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我が国においては、21 世紀前半に南海トラフ沿いで大規模な地震が発生することが懸念されている。国土交

通省は、この「南海トラフ巨大地震」に対し、総力を挙げて取り組む「国土交通省南海トラフ巨大地震対策

計画」の検討を進めてきた。近畿地方においても、近畿地方を所管する国土交通省の外局及び地方支分部局

が検討を進め、2014 年 4 月 1日「南海トラフ巨大地震対策計画 近畿地方地域対策計画（第１版）」を策定

したところである。本論文は、この「南海トラフ巨大地震対策計画 近畿地方地域対策計画（第１版）」の策

定経過並びに計画の内容について報告を行うものである。 
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1.背景 

2011 年 3 月 11 日に発生した、東日本大震災の

教訓を踏まえ、「国難」ともいうべき大規模災害

を意識した計画検討が進められてきた。 
当該地域においては、21 世紀前半に南海トラ

フ沿いで大規模な地震が発生することが懸念さ

れており、この南海トラフの巨大地震が、最大ク

ラスの規模で発生した場合には、東日本大震災を

超える甚大な人的・物的被害が発生することはほ

ぼ確実な状況である。 
そこで、中央防災会議防災対策推進検討会議は、

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー

プを設置・検討を進め。同グループは、最新の科

学的知見等に基づき、2013 年 5 月に「南海トラ

フ巨大地震対策について（最終報告）」を公表し

た。 
これを受け、国土交通省では、2013 年 7 月 1

日に「国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下

地震対策本部」及び「対策計画策定ワーキンググ

ループ」を設置し、改めて巨大地震への対策計画

の検討進めることとなった。 
 

2.検討経過 
2013 年 7 月 1 日 

国土交通省は、「国土交通省南海トラフ巨大地

震・首都直下地震対策本部（以下、対策本部と

いう）」を設置 
2013 年 8 月 22 日 

対策本部は、「国土交通省南海トラフ巨大地震

対策計画中間とりまとめ」を公表 
2013 年 12 月 6 日 

近畿地方を所管する国土交通省の外局及び地

方支分部局（以下、地方支分部局等という）は、

100 を超える関係機関が参加する「近畿地方地

域対策計画策定連絡会（第１回）」を開催 
2014 年 1 月 30 日 

「近畿地方地域対策計画策定連絡会（第２回）」 
2014 年 2 月 24 日 

「近畿地方地域対策計画策定連絡会（第３回）」 
2014 年 3 月 14 日 
地方支分部局等は、「近畿地方地域対策計画

（案）」をとりまとめ国土交通省へ提出 
2014 年 4 月 1 日 
「近畿地方地域対策計画（第１版）」策定 
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3.近畿地方地域対策計画策定連絡会 
近畿地方地域対策計画（以下、本計画という）

の策定主体である地方支分部局等は、関係省庁、

関係府県市、公共機関等の１０４の協力機関が参

加する「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画

近畿地方地域対策計画策定連絡会（以下、連絡会

という）」を開催し意見交換を行いながら検討を

進めてきた。アドバイザーとして、学識経験者で

あり「央防災会議防災対策推進検討会議」の委員

であり、「 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキン

ググループ」の主査を務められる関西大学の河田

惠昭教授を迎えて行われた。（写真-1） 
 

4.近畿地方地域対策計画の概要 
(1) 対策計画の意義 

本計画は、南海トラフ巨大地震による近畿地方

の危機に備えるべく、多くの社会資本の整備・管

理や交通政策、海上における人命・財産の保護等

を所管し、地方支分部局等の総力を挙げて取り組

むべきリアリティのある対策をまとめるもので

ある。 
(2)被害想定と５つの深刻な事態 

被害想定については、中央防災会議公表による

南海トラフ巨大地震の外力及び被害を基本にし

つつ、府県が独自に公表している被害を考慮し、

より大きな被害を採用することで、深刻な事態を

想定した。 
これらの想定される外力と被害を地図上で重

ね合わせ、近畿地方における被害の全容を俯瞰し、

計画を策定するにあたり、先ず取り組むべき課題

として、次の５つの深刻な事態をとりまとめた。 

５つの深刻な事態（図-１） 
①紀伊半島沿岸部等における津波 
②大阪平野における津波 
③密集市街地における家屋倒壊／火災 
④公共交通等における重大な事故 
⑤コンビナートにおける火災／油流出 

 
(3)取り組むべき対策 

本計画において取り組むべき対策は、“応急活

動計画”と“戦略的に推進する対策”の 2 本立て

としている。 
① 応急活動計画 

地震発生からの時間軸を念頭に置き、東日本大

震災の教訓や実際の対応も参考にしつつ、巨大地

震発生直後から概ね 7 日～10 日目までの間を中

心に、国土交通省として緊急的に実施すべき主要

な応急活動並びに当該活動を円滑に進めるため

にあらかじめ平時から準備しておくべき事項に

焦点を絞って記載している。 
応急活動計画の検討にあたっては、発災直後か

らの各機関の動きを時間経過で整理するため、時

系列推移（タイムライン）を作成し、関係機関と

の災害対応の流れを確認した。（図-2） 
②戦略的に推進する対策 

巨大地震による揺れ・津波・土砂災害・地盤沈

下・液状化・火災等による甚大な人的・物的被害

を軽減するため、国土交通省として取り組むべき

予防的な対策として、大きく①応急活動計画を円

滑に進めるために必要な対策並びに②被害を軽

減するために必要な対策について、中長期的な視

点も踏まえつつ記載している。 

写真-1 近畿地方地域対策計画策定連絡会の様子 
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図-2 時系列推移（タイムライン） 

図-1 ５つの深刻な事態 
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4.応急活動計画の検討 
 先に述べた近畿地方における５つの深刻な事

態に対し、各機関が取り組むべき具体的な応急活

動計画の検討を行った。表-1に検討した応急活動

計画に関する検討項目とその整理内容をとりま

とめた。 
特に、第１版では、特に発災直後～72 時間の救 

 命･救助の応急活動が卓越する時間帯に重点を

置いた記載となっており、この時間帯では特に自

衛隊等や警察、消防といった機関の活動が重要と

なることから、情報共有が図られた内容について

は、応急活動計画の中に盛り込んでいる。 
検討した応急活動計画については、５つの深刻

な事態ごとに被害の様相と緊急対応の内容を取

りまとめとめるとともに（図-3、4）、発災直後か

ら、段階的な時間経過を想定した取りまとめもあ

わせて行っている。（図-5,6） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.まとめ 
 本計画は、南海トラフ巨大地震に対して、一人

でも多くの人命を救うとともに、被害の拡大の防

止・軽減を図るため、「近畿地方地域対策計画（第

1 版）」を策定。今後、この計画に基づき、応急活

動体制の充実・強化を図るとともに、被害を軽減

するために必要な対策を戦略的に推進するとと

もに、関係機関と連携した防災訓練を実施し、訓

練を通じて得られた課題や関係機関の応急活動

計画の検討の進捗状況等に応じて、適宜計画を改

定する予定である。 
近畿地方地域対策計画（第１版）は下記 HP で

ご覧頂くことができます。 
近畿地方地域対策計画（近畿地方整備局ＨＰ） 

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/nantora_chii

kitaisaku/index.htm 

なお、本論文は、著者の前所属である企画部防

災課での業務成果を取りまとめたものである。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 応急活動計画に関する検討項目と整理内容 

項目 整理内容

情報収集・共有に関する関係機関との
連携

国土交通省所管ヘリに加え、関係機関のヘリによる調査を想
定したヘリルート図を作成。CCTV映像による被害状況把握方
法を整理
また、現状の共有方法を整理するともに、防災情報システム
を利用した場合の情報の共有イメージを整理

紀伊半島沿岸部等における津波に対す
る総合啓開による応急活動計画

道路啓開による救命救活動部隊の早期進出の支援等について
整理

大阪平野における津波退位するの緊急
排水計画

大阪平野に津波が到達するまでの間の避難誘導や水門操作な
どの被害の拡大を防ぐ活動や、津波到達後の早期救助のため
の排水計画について整理

密集市街地における家屋倒壊／火災に
対する救命救急活動の支援

倒壊家屋等にいる生存者の救命救助や火災の延焼防止のため
に消火の早期着手に向けた支援内容を整理

公共交通等における重大な事故に対す
る安全の確保

鉄道の緊急停止や航空の一時閉鎖、避難誘導などによる、利
用者の安全確保策について整理

石油コンビナートにおける火災／油流
出に対する応急活動計画

被害状況の把握、被害拡大の防止、被災や油流出の状況に応
じた消火や油の防除に関する活動内容を整理
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図-3 地域対策計画の概要（①紀伊半島沿岸部等における津波） 

図-4 地域対策計画の概要（②大阪平野における津波） 
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図-5 応急活動の概要（発災直後） 

図-6 応急活動の概要（津波注意報解除後） 
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